
 

 

千葉市監査委員告示第３号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、定期監査の

結果に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉市長から通知がありましたので、公

表します。 

 

    平成２９年３月２２日 

 

千葉市監査委員 清 水 謙 司 

同       宮 原 清 貴 

同       酒 井 伸 二 

同       石 井 茂 隆 

 

 

 



 

 

２８千総総第２５４２号 

平成２９年３月１５日 

 

 千葉市監査委員 清 水  謙 司 様 

 同       宮 原 清 貴 様 

 同       酒 井 伸 二 様 

 同       石 井 茂 隆 様 

 

千葉市長 熊 谷 俊 人   

 

 

監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

 

 平成２８年度監査報告第８号及び第９号により報告のあった監査の結果に基づき講じた

措置について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により

別紙のとおり通知します。 

 

 

 

 



 

 

報告書番号 ２８監査報告第９号 

監査の種類 財務定期監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（２）契約事務 

ア 請負契約に係る検査を適正に行うべ

きもの（こども未来局） 

地方自治法施行令第１６７条の１５

第２項によると、普通地方公共団体が

請負契約等を締結した場合において、

当該普通地方公共団体の職員は、契約

書、仕様書及び設計書その他の関係書

類に基づいて検査を行わなければなら

ないとされている。 

しかしながら、子どもたちの森公園 

プレーパーク運営業務委託について

は、仕様書において運営補助員１名を

週２日配置すると定められているにも

かかわらず、運営補助員の配置を確認

していなかった。 

請負契約は、市が委託した業務を完 

了するために必要な一切の手段を受注

者が自らの責任において定め、処理す

るものであることから、契約の適正な

履行を確保するために必要な検査につ

いては、法令等に基づき適正に行われ

たい。 

 

 

  

 

子どもたちの森公園プレーパーク運営業務

委託に係る検査については、平成２８年１１

月分から月次報告書に基づき適正に検査を行

い、運営補助員の配置を確認している。 

イ 長期継続契約を適正に行うべきもの

（こども未来局） 

  地方自治法第２３４条の３による

と、普通地方公共団体は、長期継続契

約として、予算で債務負担行為を設定

することなく、翌年度以降にわたり不

動産を借りる契約等を締結することが

できるとされており、この場合におい

ては、各年度における経費の予算の範

囲内でその給付を受けなければならな

いとされている。 

    また、一般的に建物を賃借し、毎年

定期に定額の賃借料を支払う場合にお

いて、契約に基づく賃借料全額を支払

うことを条件に、建物の所有権が無償

 

 

子どもルーム賃貸借に係る契約について

は、平成２８年度から、長期継続契約として

取り扱わず、予算で債務負担行為を設定し契

約を締結することにより適正に行っている。 

 



 

 

で譲渡されるという内容の建物賃貸借

契約を締結するときは、建物の無償譲

渡を受けるため、賃借料を支払うこと

が義務付けられることから、長期継続

契約として取り扱うべきではないとさ

れている。 

    しかしながら、子どもルーム賃貸借

契約については、契約により、契約期

間終了時に、建物を市へ無償譲渡する

ことを条件としているにもかかわら

ず、長期継続契約として契約を締結し

ていた。 

長期継続契約は、各年度における予

算の範囲内でその給付を受けることを

条件に、債務負担行為を設定すること

なく、翌年度以降にわたり契約を締結

することができる予算単年度主義の例

外であることから、適正に行われたい。 

 

エ 請負契約に係る検査を適正に行うべ

きもの（都市局） 

    地方自治法施行令第１６７条の１５

第２項によると、普通地方公共団体が

請負契約等を締結した場合において、

当該普通地方公共団体の職員は、契約

書、仕様書及び設計書その他の関係書

類に基づいて検査を行わなければなら

ないとされている。 

    また、公園緑地維持標準仕様書によ

ると、受注者は、施行全般にわたって、

「作業記録写真撮影基準」に基づき作

業記録写真を撮影し、施行完了の際に

作業写真帳として提出することとされ

ている。 

    しかしながら、当該仕様書を適用し

業務を委託した、中心市街地外花壇維

持管理業務委託及び通町公園外花壇維

持管理業務委託については、一部の作

業記録写真に他の作業日に係る記録写

真の流用が見受けられるなど、作業写

真帳に不備があるにもかかわらず、契

約どおりの履行が確認できたものとし

て、検査を完了していた。 

 

 

中心市街地外花壇維持管理業務委託及び通

町公園外花壇維持管理業務委託に係る検査に

ついては、平成２８年１２月分から公園緑地

維持標準仕様書の「作業記録写真撮影基準」

に基づき適正に検査を行い、毎月、写真撮影

内容を確認している。 



 

 

    請負契約は、市が委託した業務を完 

了するために必要な一切の手段を受注

者が自らの責任において定め、処理す

るものであることから、契約の適正な

履行を確保するために必要な検査につ

いては、法令等に基づき適正に行われ

たい。 

 

（３）財産管理事務 

ア 重要物品の管理を適正に行うべきも  

 の（都市局） 

    物品会計規則第２９条第２項による

と、「物品管理者は、管理する備品の使

用状況について、毎年度１回以上、備

品明細一覧表に記録されている内容と

照合して確認しなければならない。」と

されている。 

    また、「備品の確認について」（平成

２７年１１月２６日付け会計室長、区

役所会計室長依頼）によると、備品を

取得した場合は、備品購入費のほか、

支出科目が委託料、工事請負費等であ

っても備品登録を行うこととされてい

る。 

    しかしながら、重要物品の管理につ

いて、次の事例が見受けられた。 

（ア）ＪＲ海浜幕張駅前広場に設置されて 

いた大型トピアリーについては、既に

解体撤去されているにもかかわらず、

備品明細一覧表に記録されていた。 

（イ）製作委託により取得した着ぐるみ（風

太君）については、備品登録を行って

おらず、備品明細一覧表に記録されて

いなかった。 

  重要物品については、備品明細一覧

表の記録に基づき、毎年度の決算にお

いて作成される財産に関する調書に現

在高等が記載されることから、規則等

に基づく管理を適正に行われたい。 

 

 

 

 

重要物品の管理については、下記のとおり

規則に基づき適正に行っている。 

（ア）大型トピアリーについて 

   ＪＲ海浜幕張駅前広場に設置されてい

た大型トピアリーについては、平成２９

年１月１３日に物品処理伺書を会計室へ

提出し、廃棄手続を行った。 

（イ）着ぐるみ（風太君）について 

  製作委託により取得した着ぐるみ（風

太君）については、平成２６年度取得分

を平成２８年１２月２１日に、平成２７

年度取得分を平成２８年１２月１５日に

それぞれ備品登録書により会計室へ報告

を行った。 

イ 公有財産の処分に伴う通知を適正に

行うべきもの（都市局） 

 

 



 

 

    公有財産規則第３９条によると、所

管課長は、その所管に属する公有財産

を処分したときは、公有財産台帳副本

を整理するとともに、公有財産取得（異

動）通知書により管財課長に通知しな

ければならないとされている。 

    しかしながら、稲毛海浜公園のサイ

クリングセンター並びに同センターに

隣接する便所及び更衣室については、

稲毛海浜公園検見川地区活性化施設の

整備において事業者に解体撤去させて

いたが、サイクリングセンターの解体

撤去については、管財課長に通知し公

有財産台帳から削除していたものの、

便所及び更衣室については通知してい

ないため、引き続き公有財産台帳に記

載されている状況となっていた。 

    公有財産の処分に当たっては、公有

財産台帳の記載内容に基づき、毎年度

の決算において作成される財産に関す

る調書に現在高等が記載されることか

ら、規則に基づく通知を適正に行われ

たい。 

 

稲毛海浜公園のサイクリングセンターに隣

接する便所及び更衣室に係る公有財産の処分

に伴う通知については、平成２８年１２月１

日に、公有財産用途廃止通知書及び処分通知

書を管財課へ提出した。 

 

 

オ 金券類の保管を適正に行うべきもの 

（花見川区役所） 

物品会計規則第４６条によると、物

品取扱員等は、出納又は保管する消耗

品について消耗品出納簿を備え、消耗

品の分類及び品目ごとにその増減等に

よる数量、現在高その他必要な事項を

記録しなければならないとされてい

る。 

また、「消耗品出納簿の記載につい

て」（平成１６年４月１日付け会計室長

通知）によると、切手、印紙、プリペ

イドカードなどの金券類及び薬品、油

類等の危険物については、消耗品出納

簿への記載を省略せず、特に適正な管

理に努めることとされている。 

しかしながら、地域振興課において

は、使途が不明なテレホンカード、図

書カードなどの金券類を保管している

 

 

金券類の保管については、平成２８年１１

月分から、金券類用の消耗品出納簿を作成し

記載するとともに、物品取扱員及び物品管理

者が毎月、在庫確認を行い、適正に行ってい

る。 

 



 

 

が、これらに係る消耗品出納簿が備え

られていなかった。 

金券類の保管については、適正に行

われたい。 

 

カ 郵券の管理を適正に行うべきもの 

（花見川区役所） 

「郵券の適正管理について」（平成２

４年３月２９日付け会計管理者通知）

によると、郵券の管理については、定

められた消耗品出納簿及び物品交付請

求書による取扱いを適正に行うことと

されており、また、物品取扱員等は、

月末に保管する郵便切手と出納簿上の

残数が一致していることを確認した上

で、所属の物品管理者の確認を受ける

こととされている。 

しかしながら、保険年金課において

は、郵券の管理に当たり、定められた

消耗品出納簿による取扱いが適正に行

われておらず、通知に基づく物品取扱

員等による在庫確認も行われていない

ものが見受けられた。 

郵券の管理については、適正に行わ

れたい。 

 

 

 

郵券の管理については、平成２８年１０月

分から、消耗品出納簿に記載するとともに、

物品取扱員及び物品管理者が毎月、在庫確認

を行い、適正に行っている。 

（４）その他 

  ア 個人情報を補助金の審査に必要な範

囲で収集すべきもの（都市局） 

    個人情報保護条例第７条第１項によ

ると、個人情報を収集するときは、個

人情報を取り扱う事務の目的を明確に

し、当該目的を達成するために必要な

範囲内で、適正かつ公正な手段により

収集しなければならないとされてい

る。 

    しかしながら、耐震診断費補助金の

審査事務では、個人情報確認同意書を

提出した申請者について、確認する必

要のない申請者の所得証明書を収集し

ていた。 

  個人情報については、補助金の審査

 

 

 

耐震診断費補助金の審査事務に係る個人情

報の収集については、耐震診断費補助金交付

要綱を平成２８年１２月１日に改正し、個人

情報確認同意書から所得に関する情報の項目

を削除し、以後、補助金の審査に必要な範囲

で個人情報の収集を行っている。 



 

 

に必要な範囲で収集されたい。 

 

イ 公印の押印手続きを適正に行うべき

もの（都市局） 

 公印規則第１０条第２項によると、

「公印保管者が保管する公印を使用し

たときは、当該決裁済文書の所定欄に

その旨を明示するとともに、公印使用

簿に所定の事項を記載しなければなら

ない。」とされている。 

 しかしながら、動物公園においては、

支出負担行為に伴い公印を使用してい

たにもかかわらず、公印使用簿への記

載がされていなかった。また、一部の

決裁済文書の公印使用欄には、公印使

用の明示がされていなかった。 

  公印は、押印文書が市の意思により

発せられたものであり、かつ真正なも

のであることを認証するものであるこ

とから、公印の押印手続きを適正に行

われたい。 

 

 

 

公印の押印手続きについては、平成２８年

１２月分から規則に基づき適正に行ってい

る。 

 

 

 

 

 

 


